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戦後における国際理解のための教育とNGO
」NGOに よる国内教育活動の系譜と課題 その学びが示唆するもの 一

北 山 夕 華

【要 旨】

戦後、ユネスコによる国際理解教育をはじめ、グローバルな課題を掲げるさまざまな教育論は国際情勢を反映 し

ながら発展 ・変遷してきた。そのうちの多くがNGO活 動 に起源を持ち、現在におけるまでNGOが 重要な役割を果た

してきた。まな 日本では西欧で発展 してきた開発教育を始めとする国際理解のためのさまざまな教育論を日本に紹

介し、実践してきた。日本のNGQは 英国と比べるとそれぞれの規模は小さく活動の範囲も限られているが、近年 「総

合学習の時間」の導入をきっかけとして公教育にその活動の場を広げ始めている。 、

こうしたNGOの 教育活動は、日本ではまだそれほどなじみのない 「ボランティア」「NGO」という市民活動そのも

のの具体的な姿を示すことができるとともに、また日本における国際理解のための教育において欠けてきた、グロー

バルな理解と個人のローカルな体験とをつなぐものとしての役割を果たす可能性を持っているb一 方で、開発や貧困、

チャリティといったテーマに偏 り、結果として発展途上国への偏見や同情を助長する危険性 も内包 している。その

克服のためには、普遍的な基本概念としての人権思想を根幹に据え、その教育目標をグローバルな課題の捉え方の

提示として設定し直すことが求められる。

1.は じめに

今 日、人権や平和、共生を掲げた教育論 として 「グローバル教育(GlobalEducation)」 、 「開発教育

一(DevelopmentEducation)」 、「多文化教育(MulticulturalEd廿cation)」 、「平和教育(PeaceEducation)」 「人

権教育(Hu皿anRightsEducation)」 な ど多くの教育論が展開 され、それぞれ 日本に紹介 されてきた。こ

れ らは時代 とともに変容 しながら、それぞれ包括的な学習領域 を持つ教育論 として併存 していたが、開発

問題 ・環境問題 ・人権問題など、各々・が扱 う問題 は今や地球規模 の問題 とな り、またその解決を考 えるに

あたってはグローバルな視点が欠かせな くなった。またこ うした教育の特徴 として、国際NGOに 代 表 され

るよ うな国境 を超 えた市民活動がその開発や発展、実践において大きく貢献 してきたことが挙げられ る。

上述の学習理論やそれ らの諸教育論は、グローバルな視点 と未来への志向性 を持 ってい るとい う点にお

いては方向性を共有 してい ること(大 津、1995)、 また互い にその学習領域 を重ね合いなが ら併存 してい

ること(箕 浦、1997)か ら、今や これ らの教育論 を完全に切 り離 して論 じることは難 しい。英 国やアメ リ

カではこうした様々な教育論 を包括するものとして 「グローバル教育」が提唱 され、日本において もグロー

バル教育を開発教育 ・平和教育 ・人権教育などを包括す るアンブ レラ的な教育 として位置づけようとい う

動 きはあるものの、まだ定着 していないといえる(米 田、2004)。 そ のため本論文では、国際理解や平和、

多文化共生をめざし、グローバルな視野に立つこうした教育論を便宜上、ま とめて 「国際理解のための教育」

と呼ぶこととする。また、特にユネスコの実施す る国際理解 のための教育を指す場合には 「ユネスコ国際

理解教育」と表記す る。

本論文においては、特にNGOと のかかわ りに焦点を当てて、こ うした国際理解のための教育の展開を考

察 し、そこでNGOの 果 た してきた役割、その特徴や課題について明 らかにす るこ とを試みる。国際理解の

ための教育の概要を理解す るため、まずユネスコ国際理解教育お よび 日本における国際理解のための教育

にっいてその変遷 と概観をまとめることか ら始め、次 に英国と日本に焦点を当てなが ら、国際理解のため

の教育においてNGOが 果 たす役割やHGOの もた らす学びの特徴について明 らかに し、その課題お よび可能

性を考察 したい。

2.戦 後における国際理解のための教育の展開

2-1.国 際理解のための教育の変遷一 ユネスコ国際理解教育を中心として

ユネスコは、その設立の趣旨や教育 ・科学 ・文化という国をまたぐ交流を可能とするため、国家単位で

活動する国連機関の中で唯一関係NGOと の連携を前提として1945年 に発足した(米 田、2004)。ユネスコ
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憲章の前文 に掲げられ た 「戦争は人の心の中で生まれるものであるか ら、人の心の中に平和の とりでを築

かなければならない」とい う理念 を実現するべ く提起 されたのが、ユネスコの国際理解教育である。 しか

しこの国際理解教育の解釈 の仕方や重点のおき方 は、その理念の普遍的性格ゆえに、その時々の国際社会

の情勢に影響され変容 してきた。本稿は、ユネスコ国際理解教育の歴史を四期に分 けて整理 した木村(2001)

の区分を採用す る。

初期のユネスコ国際理解教育は、「世界市民」概念を模 索す るものであった。第二次世界大戦終結直

後はその原因 となった国家主義への反省 か ら、当時の国際社会 を担っていた欧米諸国において国際主義

的、世界市民主義的な風潮 が高まる。 こうした中、ユネスコは 「国際理解のための教育」(Educationfor

InternationalUnderstanding)と い う呼称の教育を提起 した。 これは主権国家の存在を前提 として人権尊

重と他民族・他文化 の理解 を重視す るもので、その後 「世界市民性教育」とい う呼称が用い られるようになっ

た。 しか し、朝鮮戦争を契機 に国民の国家的忠誠心の高揚 を必要 としたアメ リカな どのユネス コ加盟国か

ら 「世界市民」への傾斜 に対す る反発が強 まる。そのため結局 「国際理解 と国際協力のための教育」とい

う穏健な名称が採択 され、一般 にはその略称 としての 「国際理解のための教育」が使用 され るよ うになっ

たのである。また当時はアジア諸国の独立が相次ぎ、国際理解 においては西欧諸国 と非西欧諸 国、す なわ

ち西洋 と東洋の間の文化的価値観の相互理解が求め られていた時期でもある。初期のユネ スコ国際理解教

育はこのよ うな情勢を反映 し、 当時加盟国の多 くを占めていた欧米諸国の思惑に揺 り動 かされ なが らも、

欧米を中心 とした異文化理解中心の国際理解 を目指す ものであった(木 村、2000)。

1960年 代 には、第三世界の台頭 と、東西冷戦 によるユネス コ国際理解教育の政治化が始まる。1955年

にバ ン ドンで開催 されたアジア ・アフ リカ会議や1960年 代 の相次 ぐアフリカの諸国の独立による 「第三

世界」 とよばれる国々の台頭は南北問題の表舞台への浮上をもた らした。 こうした中で国際理解教育はそ

の中心課題 を文化の相互理解 を中心 とした 「国際理解」とするか、発展途上国への経済援助を意味す る 「国

際協力」 とす るかが議論 され、加盟国の数で発展途上国が圧倒的多数になったユネスコは後者 を重視する

方 向を選択す ることになる。国際連合においても、発展途上国の抱える貧困 ・人 口増加 などの問題 は世界

的課題であるとい う認識の もと1960年 か ら 「国連開発の10年 」が始ま り、これに伴 って主に欧米諸国で

は公的 ・民間の開発援助組織が生まれる。1960年 代 後半からはこれ らの組織 を中心に西欧やカナダで 「開

発教育」が試み られるよ うになったが、当時は発展途上国の現状 を理解することを中心とした 「知識 とし

ての開発教育」と言 えるものであった。一方、1954年 の ソ連のユネスコ加盟はユネスコ国際理解教育の 「政

治化」の始 まりであった。ユネスコ総会の国際理解教 育の審議においても二極対立による政治議論が展開

されるな ど、東西冷戦構造がユネスコの国際理解教育にも持ち込 まれることとなる。 当時 日本はアメ リカ

を中心 とす る自由主義陣営に属す るかたちで国際的議論に参加す る一方で、こ うした政府 の姿勢に反対す

る社会学者や 日教組を国内に抱え、対立は深刻化 した(千 葉、2003)。

1970年 代 になると、それまでの 「イ ンターナシ ョナル」 とい う概念に代わ り 「グ ローバル」 とい う概

念 が登場 した。アメ リカでは 「グローバル教育」が、英国では 「ワール ド・スタディーズ」の取 り組みが

始 まったが、英国では概念的な枠組みや参加型学習 と言われる方法論が取 り入れ られ、その背景 には ヨハ

ン ・ガル トゥング(平 和学)や パ ウロ ・フ レイ レ(政 治教育)、 カール ・ロジャース(人 間性心理学)ら

が大きな影響を与えている(Hicks,2003)。 しか しこ うした動 きが広まるにつれ、80年 代後半には保守派

による反発 が生 じることとなる(Apple,2000)。 また74年 には、ユネス コはそれまで蓄積 されてきた国

際理解教育にっいての様々な教育概念 を統括 し、1970年 代初 めに展開され た教育論争の内容 も反映 した

「国際理解、国際協力および国際平和のための教育な らびに人権および基本的 自由についての教育に関す

る勧告」を採択 した。 これ は 「国際教育(勧 告)」 と略 され、その後の国際理解教育のガイ ドライ ンとし

て広く用い られてい る。 この国際教育勧告 は、鵬0と のかかわ りに焦点を当ててその機 軸を国家か ら人間

へ と移 し、従来以上に人権を中核にす えたこと、新 たに世界的課題(貧 困 ・人 口 ・環境問題 ・人権侵害等)

を その内容 として加えた点においてそれまでの国際理解教育とは異なってい る。

1990年 代 以降は、冷戦終結 に伴い 「国民」 とい う概念が問い直される時期 となる。1989年 のベル リン

の壁崩壊 を期 に冷戦が終結 したが、それ以降多くの東欧諸国や途上国において社会主義体制が崩壊 し、地

域紛争が多発化する。また冷戦の終結は米国を中心 とするグローバル化を促進 し、世界的貧困 ・環境問題
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な ど"負 のグローバル化"を も深刻化 させ ることとなった。 こうした新 しい国際情勢の中で、地球環境問

題のよ うな地球的規模の問題はもはや一国、一地域の問題ではなく、国際社会 が共同して取 り組むべ き課

題 と認識 され始 める。 このような視点のもと 「平和」 とい う概念 も大 きく変化 し、単に戦争のない状態を

さすそれまでの 「平和」観ではなく、貧困 ・飢餓 ・人権抑圧などの構造的暴力のない状態 を指す積極的平

和の概念が ヨハン ・ガル トゥングによって提唱 され(Galtung,1991)、 この考えは国連機 関な どでも広く

採用 され るよ うになる。 また、1993年 に行われた国連 ・ユネスコ共催 「人権 と民主主義 のための教育国

際会議」においては 「人権文化」を基盤 にすえて 「平和の文化」を構築す るとい う新 しい方 向性 が示 され

た(米 田、2004)。

このよ うに、グローバル化の時代において国民国家 とい う枠組みが弱ま り 「グローバル」な視点が強調

され る中で、ユネ スコ国際理解教育をはじめ＼開発教育、多文化教育、人権教育、平和教育、環境教育な

どの教育論 も、それぞれの中心概念である 「開発」 「多文化共生」「人権」 「平和」「環境」 といった概念を

広 く捉 え、それぞれが多様化 とともに、相互に関連性を強めることで類似化 していったのである。

2-2.日 本における国際理解のための教育

敗戦国として国際的に孤立した日本は、国際復帰の第一歩として1951年 にユネスコに加盟した。この

時期のユネスコの国際理解教育は、1954年 からのユネスコ協同学校事業への参加によりユネスコ協同学

校を核として推進された。これは、1947～52年 にかけてユネスコが推進していた国際理解のための教育

に関する教育実験を行うことのできる中等学校を加盟国から募ったものである。共同学校発足当初、15

力国33校 の参加のうち日本からは6校 が参加 し、68年 に日本からの参加数は最大規模になった。 しか

し当時こうした実践はまだ実験的色彩が強く、日本の学校全体の取 り組みとしては広がらなかった(嶺

井、2001)。 他方、学校教育全体としては平和主義を定めた目本国憲法を中核 とする平和教育が行われた。

1960年 代には小 ・中学生が全員戦後生まれとなったため戦争体験の風化が進み、教育現場からそれを危

惧する動きが始まる(村 上、2003)。

1970年 ～80年 代初頭にかけては、経済発展のための人材育成に重きを置いた日本型国際理解教育が発

展する。70年 代、経済大国への道を適進する日本はユネスコ国際理解教育からは離れ、日本の国際化に対

応するための教育が課題となった。1974年 にはユネスコによって世界的課題へのアプローチを盛 り込ん

だ国際教育勧告が提起されたものの、この 「国際教育」への日本の関心は低く、経済発展を支える人材育

成のための教育に重点を置いた国際理解教育が志向されるようになる(米 田、2003)。こうした背景のもと、

74年 に中央教育審議会答申では国内の教育課題として初めて教育の国際化が提起され、異文化学習、国際

交流、外国語学習を中心的な実践とした 「国際社会に生きる日本人」の育成に向けた国際理解教育が強調

された。こうした 「日本型国際理解教育」は以降の日本の国際理解教育の主流として教育行政によって推

進されていく。70年 代中ごろになると日本のユネスコ協同学校計画も休止状態となり、次第に日本の国際

理解教育はユネスコの路線からは離れ、国際理解教育という用語も公の文書では用いられなくなっていっ

た。一方、戦争体験の風化を危惧する教育現場からの声を受け、ヒロシマ ・ナガサキの被爆体験や、ベ ト

ナム戦争でのアメリカによる北ベ トナム爆撃が激化した時期には日本の空襲体験を継承する平和教育が行

われた(村 上、2003)。

80年 代後半は引き続き日本型国際理解教育が展開される一方で、様々な国際理解のための教育が紹介さ

れる。また、韓国や中国との国交正常化以降は東アジア諸国との交流が進展 し、1982年 には教科書問題

が外交問題として取 り上げられたことなどから、戦争加害体験が平和教育で重視されるようになる(米 田、

2004)。87年 の臨時教育審議会の最終答申で 「国際化に対応した教育」の推進が強調され、そこでは 「日

本型国際理解教育jが 教育行政によって中核として位置付けられ明確化されるなど、ユネスコの 「国際教

育勧告」との視点、内容の違いがさらに顕著になった。一方、1980年 代以降いじめ、校内暴力などさま

ざまな教育問題が噴出し、その背景として家庭や地域の教育力の低下、それに伴 う学校制度の疲弊などが

指摘されるようになる。この状況を打開するため、1986年 の臨教審第二次答申や1988年 の学習指導要領

は、学校 と家庭、地域の3者 連携による教育活動、地域に開かれた学校づくりを提言した。同じ時期、世

界的課題への取り組みであるグローバル教育、開発教育など海外で発展してきた教育論が個々の研究者や
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教員などによって、日本でも展開され始める。途上国の援助に携わってきたNGO関 係者らによって欧米を

中心に開始されたこうした教育は、日本にはNGOやYMCAな どの団体が中心となって導入された。これらの

紹介と合わせ、価値、態度、技能の学習を重視した参加型学習とよばれる新 しい教育方法が取り入れられ、

それまでの知識習得を中心とした学習に傾斜 していた日本の国際理解のための様々な教育実践にも影響を

与えていくことになる。このように、80年 代は国際理解のための教育に新しい波が訪れた時期であった。

しかし、行政によって進められる 「日本型国際理解教育」とこうした新しい国際理解のための教育との連

携は十分になされず、また国際化に対応した旧本型の 「新しい国際理解教育」の創造にも至らなかった(米

田、2003)。

1990年 代には 「内なる国際化」という課題、そして地球規模の人類共通の課題、すなわちグローバル ・

イシューズ(globalissues)が 浮上する。1990年 の 「出入国管理及び難民謬定法」の改正以降、80年 代

以降増加していた 「ニューカマー」とよばれる外国人の滞日が急増、かれらの子どもの教育の問題が明ら

かになり、1990年 の中教審第1次 答申では外国人子女教育が項 目に挙げられた。また中央教育審議会は

96年 の答申において各教科の時間数を大幅に減らし、代わって 「総合的な学習の時間(総 合学習)」を設

けることを提言する。学習の内容.として、学習指導要領では 「例えば国際理解、情報、環境、福祉・健康」

が例示され、その具体的な展開は学校に委ねられた。このような動きが、それまでNGOを 中心として発展

してきた開発教育、国際理解教育など国際理解のための諸教育が学校の正規のカリキュラムの中に導入さ

れる大きなきっかけとなる。一方90年 代は80年 代に引き続き平和教育や人権教育などの教育論において

地球的視野に立った内容を取 り入れる必要性が説かれた。たとえば平和教育では、人権教育や国際理解教

育の視点を取り入れ、共生や環境に配慮した広義の平和教育を実践する必要性が強調されるようになった

が、人権教育や環境教育、平和教育などの教育論はそれぞれに領域を広げ、互いに重なり合いながら並存

していった。しかし、嶺井(1997)は 、いまだ自国認識 と国民的自覚、他国・他民族・他文化理解を強調 し

た既存の枠から抜け出せないでいる日本型国際理解教育を批判し、グローバル時代の教育として、「国際

公民の育成」の必要性を指摘している。

2-3.こ れからの課題

戦後、国際理解のための教育は国際情勢を反映しながら、グローバルな視点を取り入れ多様化とともに

発展してきたが、こうした教育におけるこれからの課題 とは何であろうか。

1980年 代以降、日本では開発教育やグローバル教育など世界的課題と取 り組む様々な教育論が新たに

展開されてきたが、中には知識習得に終わり、かえって発展途上国への偏見や同情心を強める結果に陥

る事例も多く見られた。綿密に組まれたプログラムによる優れた実践例の中にさえ、授業の最後に 「自

分たちとは関係ない」「日本に生まれてよかった」といった感想を抱くに終わる結果が示された(木 村、

2000)。 こうした中、グローバルな事例を 「遠いできごと」という理解で終わらせず、その解決に向けて

自分たちで考えるための方法論とし導入されたのが参加型学習であったが、民主主義の理解とそこに積極

的に参加する主体を形成するという参加型学習の本来の意義や、それを通して何を学ぶのかということが

明確にされてこなかったために単なる方法主義に終始してしまう事例が多くみられた(阿 久澤、2001)。

こうした方法主義や知識主義に陥ってしまう危険性を克服するべくパイクらが掲げたのがグローバルな理

解と自己探求の統合という理念であったが(Pike&Selby;1997)、 木村(2000)は 日本ではこの二者の統

合を可能にする具体的方略としての学習過程が創造されず、また、世界的課題の学習を通 して何を学ぶの

かという教育目的が問われてこなかったと指摘している。つまり、日本における実践においてはグローバ

ルな理解と自己探求をつなぐものがないままこうした理念だけが掲げられたため、知識に傾倒し、結果的

に発展途上国に対しての偏見を強めてしまう結果に陥りやすかったということが考えられる。様々な国際

理解のための教育は 「地球市民」や 「グローバル市民」の育成を掲げてきたが、そもそも西欧的文脈にお

ける 「シティズンシップ」概念が一般的に共有されていない日本において、こうしたグローバルなシティ

ズンシップへの飛躍は理想主義に終始してしまう危険性があると言える。

一方、2001年9月 に起きたいわゆる 「9.11事件」は、世界各地で人権教育や開発教育、グローバル教

育など国際理解に関する様々な教育の関係者にも大きな衝撃を与えた。それは日本の関係者においても同
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様 で あったことは言 うまでもな く、「まさに開発教育のめざしてきたことが否定 された思い」(開 発教育協

議会2002、88頁)と い う開発教育協議会代表理事の田中治彦の言葉 は、このような教育活動に携わって

きた多 くの関係者の心情であった と言 えよ う。 このグローバル化の新局面において、こうした多くの団体

は 自分たちの戦略そのものの見直 しを迫 られることになった(OslerandVincent,2002)。 そ の対応の一

つ として、こ うした教育活動の世界的なネ ッ トワーク作 りの必要性 が議論 され、2003年 に は開発教育や

グローバル教育な どの世界ネ ッ トワー ク形成のための会議が相次いで開かれ、教育関係者 だけでなく、各

国政府、国連機 関や様々な教育団体、NGOな どが参加 した。 この事件はまた、今までユネス コが推進 して

きた国際理解教育 の延長上に、拮抗す るアイデ ンテ ィティの共存、文化の多様性の尊重、寛容 と非暴力

の受容 といった新 たな課題を据える必要性を明らかにし、そのあ り方を根本的に変化 させ る大きな要因 と

なった。(相 良、2003)。

3.国 際 理 解の ための教育 とNGO

地 球 的規模 の課題 の解決において国家が担い うる役割の限界が明 らかになった近年、それ に代わって

国境 を超 えた活動主体 として国際的に台頭 してきたものの一つがNGOで あ る(米 田、2004)。NGOと は 、

Non・governmentalOrganizationの 頭 文字 を取った言葉で、「非政府組織」 と訳 されるが、一般にはNGo

とい う言葉が使われている。本来NGOと い う言葉の中には国際協力 とい う意味は含 まれていなかったが、

当初 この言葉は国連用語 として使われ始 め、国際的な文脈においてよく使われるよ うになったために 日本

では国際協力に携わる市民組織 ・民間組織 とい うよ うに理解 され るよ うになり(伊 藤、1998)、 そ のイメー

ジが固定されることとなった。そのため、非営利のボランティア団体全体を指す用語が必要になった時、

NPO(Nonpro翫Organization)の 用 語が導入 され、その後民 間非営利団体に法人格を与えるためのNPO法 案

に関わる形でNPOと い う用語が広まったが、原義か ら言えば 聾GOとNPOは ほぼ同 じである(田 中、1998)。

こ うしたNGOやNPOは 、今 日の市民活動において中核 を担 う存在である。

3-1.英 国 の場 合

英国は、ヒーターが特に優れたボランティア団体(voluntarybodies)の 国 として評 した国である(Heat磯

1984)。 そ こではNGOと 国 際理解のための教育はどの ように関わってきたのであろうか。

第二次世界大戦後、英国においては発展途上国で活動 してきたNGOに よって教育にグローバルな視点を

導入する動きが起こった(Gardner,2000)。 大戦中のヨーロッパにおける難民や被災民に対す る救援や、

その後の復興に取 り組 んでいた欧米のNGOは 戦後、発展途上国への海外協力活動 に乗 り出 していったが、

かつてアジアか ら中東、アフ リカにか けて広大な植民地を領有 していた英国では、セーブ ・ザ ・チル ドレ

ン(SavetheChildren)や オ クスファム(Oxfam)が い ち早 くそのような活動を開始 した。またク リスチャ

ンエイ ド(ChristianAid)や カ フォ ッド(CAFOD)な どは戦後になって国際協力 を目的に発足 したNGOで

あ る。国内での教育活動は発展途上国への慈善活動 と結びっ く可能性があることか ら、多くのNGOが その

活動に着手した(Heater,1980)。 これ らは開発教育(DevelopmentEducation)と 称 され、1980年 代 に

は 日本に も紹介 され る。た とえばオクスファムは1942年 に設立され、1959年 には教育事業を開始 したが、

20万 ポン ドが投 じられたこの事業は,特 に教材の開発 と普及の面において大きなインパ ク トを与えた。 当

時は こうした各団体が教育活動を繰 り広げる一方で、方向性 を同 じくす る多 くの団体による教育活動を調

整するべきネ ットワークとなるものを欠いた状態であった(Heate篤1980)。

1960年 代 に入 ると、各団体が個別 に実施 していた募金広報活動 は英国のキ リス ト教会 をは じめ、労働

組合や市民団体などを巻 き込み 「飢餓解放キャンペ「ン(TheFreedolnfro狙 且ungerCampaign)」 に

代表 され る共 同事業へ と発展 していく(湯 元、2003)。 そ の数年後には海外 開発援助ボ ランテ ィア委員 会

(VoluntaryCommitteeonOverseasAidandDevelopment:VCOAD)が 創 設 され、後 に飢餓解放キャン

ペーンの教育部門を引き受 け、各団体間の調整を行 う役割を担った(Heater ,1980)。1970年 代 には国内

キャンペーン活動が一層組織的かつ全国的にな るとともに、開発NGOの 関係者の間で、海外協力のための

募金広報活動から、自国民の意識改革や生活様式の再検討をも目的 とする学習啓発活動への転換が図られ



160 北 山 夕 華

るよ うになった。そ こには、国際機関やNGOを 通 じて発展途上国での活動を終えて帰国 した専門家やボラ

ンテ ィアが、英国国内の途上国に対する無知や偏見、国際協力やNGO活 動 への無理解や無関心に直面 した

ことが背景 となっている。 さらに、70年 代にはこうしたNGOな どによる啓発活動が英国の学校教育の中で

採用 され るよ うになったが、それ に大きく貢献 したのが、73年 に始め られた 「ワール ド・スタディーズ ・

プロジェク ト(WorldStuaiesProject)」 で ある1)。70年 代 中頃には開発NGO、 労働党政権、キ リス ト教会、

大学などの支援 によって英国内の主要都市に 「開発教育センター」が開設 され、NGOの 担 当者や学校教員、

研究者が協同 してカ リキュラムの検討や教材を作成 を行い、既存の教室や学校 の中に新 しい教育 を導入 し

ていった(湯 本、2003)。 こ うして民間援助団体の広報活動 として始まった教育活動は70年 代には国内の

啓発学習活動 として発展 し、その活動の場を学校教育にまで広めていったのである。

英国において地域 コミュニテ ィや地方教育当局が多文化教育 において中心的な役割を担ってきたのに対

し、開発教育を支える中心的存在 となってきた もの こそNGOで あった(OslerandVincent,2002)。 教材

やカ リキュラムの開発、実際の途上国での事業 を持っ団体な らではの情報 を活用 した教育活動 は、英国の

国際理解のための教育の発展 において大 きく貢献 してきた。例 えばオクスファム(1997)に よ る必修科 目

としてのシテ ィズンシップ教育に関する本は、その基本事項の詳 しさか らシテ ィズンシ ップ教育に取 り組

む教育者か ら高い評価を得ている(Gardner,2000)。 ま たク リスチ ャン ・エイ ドは宗教教育や シティズン

シップ教育、開発教育協会(TheDevelopmentEducationAssociation)と 人権教育ネ ッ トワー ク(The

EducationinHumanRightsNetwork)は 人権教育に関するパンフレットや情報誌を発行 し、国際理解の

ための教育 をサポー トしている(OslerandVincent,2002)。

また、英国におけるNGOよ る教育活動 の特徴 にはクリスチャンエイ ドやカフォッド、海外開発カ トリッ

ク基金(TheCatholicFundfbrOverseasDevelopment)に 代表 され るよ うにキリス ト教系のNGOに よ る

ものや、教会の慈.善事業の一環 としての活動が多いこ とが挙げられる。また、1970年 代 初期 の開発教育

は第三世界への関心を高め募金を増やす 目的か ら途上国での貧困や飢餓 を中心的に取 り上げる傾 向があ り

(木村、2001)、 こ うした原因について、活動の基盤 となる資金を提供 してい る後援者の意識が影響 してい

るとヒックス(1984)は 指 摘 している。

一方で注 目すべ き点 としては各団体間のネ ッ トワー クの存在 が挙げ られ よ う。例 えば開発教育協会

(DEA)は 開発やグローバルな課題 にっいての理解 を促進す るために活動す る250も のNGOを っ なぐネ ッ

トワーク媒体 となっている。こ うしたNGOの 教 育活動のネ ッ トワー ク組織が英国にはいくつか存在 してお

り、他には、人権教育を推進す るためのNGOと 研 究者の共同ネ ットワー クである人権教育ネ ッ トワーク、

環境教育会議(TheCouncilfbrEnvironmentalEducation)な どが存在 している。 この ように、英国では

NGOの 歴 史は日本 よりもはるかに長 く、国際理解 のための教育においては重要な役割を果た してきてい る。

3-2.日 本 の場 合

英国や他 の西欧諸国と比べ、日本におけるNGOの 成 立 と発展はずいぶん近年になってか らのことである。

1970年 代 に勃発 したベ トナム戦争は 「イン ドシナ難民」 の大量流出を生み、 日本でも難 民救援を 目的 と

す るNGOが 相 次いで発足 した。やがてこれ らの団体は活動の目的をイン ドシナ難民支援からもっと広い国

際協力 ・開発教育へ と変化 させてい く。80年 代 にNGOの 数 が急増 したのを機にNGO間 の連絡協議組織 も

80年 代後半か ら国内各地に発足 してきたが、例えば87年 に発足 した関西国際協力協議会(現 ・関西NGO

協議 会)も その一つである。89年 度か らは外務省が 「NGO事 業補助金」や 「小規模無償資金協力(現 在の

「日本NGO無 償 資金協力」)を 開始、旧郵政省では91年 度から 「国際ボランテ ィア貯金」を、旧環境省 は

93年 度か ら 「地球環境基金」 を創設するな ど、 日本政府によるNGO支 援 政策が施行 され るようになった。

また、マスコミでもNGOの 活 動が特集 されるようにな り、80～90年 代 にかけてその活動は活発化 していっ

た。1990年 代 に入 ってNGOの 数 が急激に増えた理由として伊藤(1998)は 、上記のような市民組織の国際

協力 を支援する政府系の補助金や配分金の交付が開始 され、増大 したこと、マスコミに取 り上げられ るよ

うになったことでNGOに 対 する社会の関心が高まったこと、また、湾岸戦争時のクル ド人難民の発生や フィ

リヒ。ン ・ピナツボ火山の大噴火な ど、 日本人の関心を引く世界的な出来事が相次いだことの三つを要因 と

して挙げ、それ らが うま くかみあったためと分析 している。
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こ う してNGOの 国 内活動はそれまでの募金広報活動 にとどまらず、スタディー ツアー、チャ リテ ィイ

ベ ン ト、フェア トレー ドなど多様化 していった。また、一般市民がNGO活 動 にボ ランテ ィア として参加

する機会 も増えていき、NGO活 動 は一部 のNGOス タ ッフや市民だ けのものではなく、もっと身近に参加 で

きるものになっていった。 また開発教育のよ うな、80年 代か ら日本に紹介 されてきた国際理解 のための

教育はNGOが 中心 となって導入 ・紹介 してきたものであるが、70年 代か ら80年 代にかけてのこ うした教

育活動は学校教育 での扱いは非常 に限 られていた。開発教育協会の前身 となった 「(開発教育)研 究会 に

集 まったメンバーには、アジア学院、シャプラニール などのNGO、YMCA(キ リス ト教青年会)な どの青少

年 団体、それ に 日本ユニセフ協会 などの国連 関係機 関の関係者が多かった」(田 中1994、114頁)と い

うことか らも、こ うした新 しい教育の導入ではNGOを は じめとす る団体が中心となっていたことが見受 け

られる。また近年NGOに よる国際理解 のための教育が広まった要因 として、参加型学習の教材や実践事例

に関する情報の普及が挙 げられ る。91年 に国際理解教育 ・資料センタ}(現 ・(特活)国 際理解教育セ ン

ター、ERIC)に よ り翻訳出版 された 『ワール・ド・スタディーズー 学び方 ・教 え方ハン ドブック』(め こん、

1991)は そ の先駆けとなった。このよ うに、日本におけるNGOの 活動 は比較的最近になって開始 されたが、

近年の政府による援助や世間か らの関心の高ま りを受け、その数は増加 し活動 も幅広 くなってきている。

とは言 え、それぞれの規模は英国と比べるとまだまだ小 さく、活動の範囲も限 られていると言 える。

しかしなが ら、近年その活動 は公教育の揚においても広が りを見せてきている。96年 の中央教育審議会

の答申を受け小 ・中学校では2002年 度、高等学校では2003年 度 の学習指導要領によって導入 された 「総

合的な学習の時間」は、国際理解のための教育が正規 の学校教育へ と取 り入れ られ る大きな契機 となった。

同 じく96年 の第15期 中教審第1次 答申は 「学校外の指導力 を、学校教育の場に積極的に活用す ることを

提言 したい」 と、学校において教員以外の人材が指導することを積極的に勧めている。また同年の生涯学

習審議会答 申では、「地域社会に根 ざした小 ・中 ・高等学校」 とい う観点か ら、「地域社会の人材等を活用

した教育活動」「ボランティアによる学校への支援」 を挙げている(内 海他、2001)。 この 「総合的な学習

の時間」は国際理解、情報、環境、福祉 ・健康な どを横断的総合的 に学習す るもめであ り、これまでのよ

うな教師 による教室内における教授 では効果的でない 目標や 内容 が含まれ る(内 海他、2001)。 こ うした

背景により、近年国際協力NGOや 国際理解のための教育 に取 り組んでいるNGOへ の講師派遣の要請や教材

に関す る照会が急増 してきている(田 中、2004)。

4.NGOの 教 育活動が 提供す る学びの可能 性

国際理解のための教育においてNGOが 提供す る学び とは どのようなものであろうか。三宅(2GO4)に よ

れば、それは教育 ・学習領域の点か ら、学校教育、社会教育、イ ンフォーマル教育、イ ンシデンタル な学

習 とい う4つ の領域 に類型化 される。学校教育の領域には、NGOか ら学校への講師派遣、学校か らNGO事

務所への訪問学習、NGOが 開発 した教材、スタデ ィーツアー受 け入れな どが含 まれる。前節でみたNGOと

「総合的な学習の時間」 との関わ りは、ここでは学校教育の領域に分類 され る。三宅は、 ここではNGOは

学校側にサービスを提供する立場であり、教育活動 としての独 自性 は比較的低い としている。次に、社会

教育の領域には、NGOが 取 り組んでいる課題についての学習会や報告会、シンポジウム、キャンペー ンな

どが挙げられる。学校教育 と比べ、NGOの 主体性 ・独 自性 は高いと言える。イ ンフォーマル学習に位置付

け られるのは、会員や協力者向けの機関紙やNGOが 取 り組んでいる課題についての ウェブサイ トや メール、

パンラ レッ トやチラシなどを通 じた情報提供である。特 にキャンペーンの行動呼びかけについては即時性

とい う点か らウェブサイ トや メールの果た している役割は大きい。最後 に、三宅はインシデンタルな学習

(lncidentalムearning)を 挙 げている。課題解決に向けた行動の結果、副次的に生まれ る学びを指す。イン

ターンシ ップやボランティアとい う立場を通 じ、NGO活 動 に参加することによって得 られ る副次的学びは、

学校や社会教育施設での学びとは異なるユニークなものである。

NGOに よ る教育活動 にみ られる特徴 の一つに、参加者がボランティアの存在 に対 して強い関心と驚きを

感 じることが挙げ られ る。 「とて もビック リしま した…(中 略)… あんなにた くさんの人がボランティア

でやって る人がいるなんて思っていませんで した。」2}と い うのはある国際NGOに よる参加型学習に参加

した高校生の感想 である。 「ボランテ ィア」 「NGO」 といった言葉が頻繁にメディアで使われるよ うになっ
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た一方で、実際の活動についてはまだまだ一般 での認知度は低 く、 こうしたボ ランティアが活動す る姿そ

のものが人々の関心を引きつけるのは、教育内容そのもの とはまた別 の 「オ リジナル教材」 とな りえる可

能性を示唆 している。岡本(1996)は 、阪神大震災時のボランテ ィア活動についての調査研究を行った際、

あるボランティア組織 についてこのように述べている。

「現在の世俗利益の構造=出 世の構造 に対 して 『もう一つの広場』、つま り別 の社会をは らむ ことができ

るのか とい う問い、 を表現 している…(中 略)… 社会の変革プログラム=綱 領 としてではなくとも、明 ら

かに別の社会の形成の萌芽をもとうとしている」(岡 本1996、117頁)

ボ ランテ ィアやNGOと い った市民活動は、こうした 「世俗利益の構造」に対す るオルタナティブな価値

観の提示 とも言 えよ う。

ボランティア とい う存在の持つも う一つの可能性 として、国際理解のための教育がかかえる危険性の克

服がある。2-3で も触れたよ うに、パイクらはグローバルな課題を 「遠 いできごと」とい う理解で終わ

らせ ないために、グローバルな理解 と自己探求の統合 を理念 として掲げたが(Pike&Selb31997)、 日本

における実践ではこの両者 をつなぐものが欠落 していたあったために、単に知識を並べ、発展途上国への

偏見を強める結果 とな りがちであった(木 村、2000)。 グ ローバル なアイデンテ ィティを持…つ市民組織で

あるNGOは 、 こ うしたグローバル と個人 との 「っなぎ」の役割 を果 たし得 る存在であると言える。 またこ

の とき、学習者個人 とグローバルな市民組織二NGOを つ な ぐ役割 を、NGOに か かわ る市民ボランテ ィアの

存在が担 うことができる。 こうしたことは、国際理解のための教育においてNGOの 果 た しうる大きな可能

性 と言 える。

ボランテ ィアはこの ような学習者 とグローバルな課題をつな ぐ働きをするとともに、また同時にボラン

ティア 自身に も新 しい学びをもた らしている。国内教育事業を担 当す る 飴0職 員は 「『子 どもたちに伝

えよ う』と始まった取 り組みではあったが、同時にボランテ ィアの方々が 自分たちに とって学ぶ ・変わる

機会 となってい る。」・)と自らの関わ るプ ロジェク トを振 り返っている。このような学びは三宅の言 う 「イ

ンシデンタルな学習」と捉 えることができる。 これは 「埋め込まれた学習」 とも呼ばれ、NGOの 活動に 「埋

め込まれた」学び として、① 自己を見つめなおすプロセス②他者 とのつなが りにおいての気づき③社会と

のっ なが りについての気づき、の三要素が挙 げられる(三 宅、2004)。 筆者 による質問紙調査によれば、

NGOの 教 育活動に関わったあるボランテ ィアが 「いかにこどもに分か り易 く伝 えるか、 とい うことを考 え

ることで人間 としての幅も出てくる。また、子 どもに関す る話題 ・問題 についてより真剣 に考えるように

な り、それが生活 の一部 になった。」(会 社員、男性)・)と 語るように、ボランテ ィア活動 を通 して 自身の

内面的な変化に気づ く例が多 くみ られ る。佐伯(1995)は 、 ある集団の主たる活動が集団内の規範維持で

はな く、集団の外の文化的 ・社会的実践に向けて 「よりよいもの」を生み出すべ く協同的活動 に従事 して

いる集団を 「実践 の共同体」と呼んでいる。 ここでは、共同体 自体が文化的実践に参加 していこ うとする

のと同様に、内部 の成員が 「ともに学ぶ者」同士と してすでに文化的学習 を始 めているのであ り、いわば

文化的実践への参加 を相互 に始めてい る、と捉 えることができる。ここにおけるNGOは こ うした 「実践共

同体」と考え られ、そこでは内・外に向けた双方 においての学びが生まれていると言える。パイ クらはグロー

バルな理解 と地域や 自己とのっなが りを見出す ことをワール ド・スタデ ィーズの理念 として掲げ、それを

「外へ向か う旅(JourneyOutwards)」 と 「内八 向か う旅(JourneyInwards)」 と表現 した。 「『外への旅』

は 『内への旅』であり、同様に、『内への旅』 は 『外への旅』でもあるのです…(中 略)… ・この2つ の旅は、

単に関連 しているのみならず、相互依存の関係にもあ ります。」(Pike&Selby1986、65頁)と い うように、

パイクらの強調 したグローバル な理解 と自己探求の密接な関連は、ボランティ'アの体験するイ ンシデンタ

ルな学習によ り生み出された双方向の学びに表 されていると言える。
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5.NGOに よる教育活動 が抱 える課題.

NGOは そ の教育活動を行 うにおいてどのよ うな課題 を抱えてい るのであろ うか。まず、ほとん どのNGO

が 直面するのが資金の問題である。事実、前述の英国のVCOADも1976年 には資金不足によ り解散を余

儀 なくされ、海外開発省(MinistryofOverseasDevelopmenも)の 救済措置のよ りその機能を世界開発教

育センター(CentreforWorldDevelopmentEducation)に 引 き継がれた(Heater,1980)。NGOは 非営利

の組織であるために、その活動資金の調達は至上命題である。 日本においても同様に、近年の不況によ り

会員の拡大や寄付金の募集が困難にな り、低金利の時代において民間財団の助成金や、郵政公社の国際ボ

ランティア貯金か らの配分金 は半減 している(伊 藤 、1998)。 ま た一般 からの寄付や、政府か らの支援金

は海外事業に用途 を絞 ってい る場合 も多い。国内の教育活動をその中心的な活動 目的としない多 くのNGO

に とっては、国内の教育活動に力 を入れ た り、ま して教育担 当の専従職員 を雇用 した りす る余裕 はない。

そ こでボランティアが重要な役割を担 うとい う選択肢があるが、ボランティアはその性質上、個人に参加

や継続を義務付 けることはできない。また、学生ボランティアの就職な ど、ボランテ ィアには一定の入れ

替わ りがあ り、中心的に活動 していたボランティアの経験や技術の引継 ぎが難 しい とい う問題 がある。ほ

とんどのNGOが 資金 ・人材不足 にあえいでいる現在、こ うしたことは無視できない商題である。

このようなことか らも、NGOに とって広報活動は重要な国内活動 の一つである。 しか し、三宅(2004)

は教 育活動 と広報を切 り離 して考える必要性を指摘 している。今 日国際的な問題 についての情報がメディ

アを通 じて容易に得 られ るようにな り、団体の広報 を兼ねた教材 と純粋 に国際的問題を学ぶ教材 との違い

は、人々に簡単に見ぬかれて しま うためである。 またオスラー らは国際協力NGOに よ る教育活動は開発

や持続的発展な どの特定:の題材に偏 る傾向があると指摘 している(OslerandVincellt,2002)。 こ うした

偏 りは、貧困などのネガティブなイメー ジを強めてしまい、結果 として発展途上国への偏見や単なる同情

をあおる危険性 をはらんでいる。では、この危険性 を克服するために、NGOに よ る教育活動は どの ような

ものであるべ きなのか。 「コスモポ リタン民主主義(CosmopolitanDemocracy)」 を提唱 したヘル ドは、

人々が相互依存の密接化 ・複雑化の急激に進む多様 なコミュニテ ィに暮 らす ようになったグローバル化の

時代において、新 しい民主主義の根幹 となる人権概念の重要性を掲げた(Held,2002)。 ま たオスラー ら

はコスモポリタン ・シテ ィズンシップ(Cos憩opolitanCitizenship)と い う言葉を用い、グローバル化の

時代 における市民 として、ローカル なレベルか ら国家、グローバル なレベルに及ぶ多層的な帰属を持っシ

テ ィズンシップの概念 を提起 し、多様性を前提 とした教育においてものごとの判断の基本概念となるべき、

世界人権宣言や子 どもの権利 条約 など国際的に承認 された人権思想の必要性 を訴 えている(Oslerand

Starkey;2005)。 グローバル な課題 を掲げてそれ に取 り組む人材を育成するはずが、か えって発展途上国

への偏見や同情 を強化 して しま う危険性 を克服するためには、 グローバルな題材を単なる事例 の紹介で終

わ らせ るのではなく、普遍的な概念を根幹に据 え、その基本概念そのものやそれ を通じたものごとの見方、

判断のスキルを育てるとい う教育 目標を明 らかに したプログラム作 りが求め られる。

6.ま とめ

ここまで本稿は、第二次世界大戦後の西欧および日本における国際理解のための教育の変遷と展開、ま

たこれらの教育論とNGOと のかかわりについて、時代を追ってまとめ、検討 してきた。

NGOと の連携を前提とした国連機関であるユネスコによる国際理解教育をはじめ、戦後グローバルな課題

を掲げるさまざまな教育論は国際情勢を反映しながら発展 ・変遷 してきた6特 に後者は、主に欧米におい

て発展途上国の援助に関わってきたボランティア活動やNGO活 動に起源を持ち、現在に至るまでNGOな ど

の市民活動が大きく関わってきている。

英国においては、植民地政策の歴史を背景にNGOに よる発展途上国支援が早くから活発になされ、それ

に続いて開発教育に代表される国内での教育活動がNGOに より広く開発 ・実施されてきた。また、こうし

た活動の活発化に伴い、教育テーマを共有する各NGOや 研究者のネットワークが構築され、教育活動の実

施に貢献してきた。一方日本では1970年 代にNGOが 活動を開始し、80年 代には西欧で発展してきた開発

教育を始めとする国際理解のためのさまざまな教育論を日本に紹介する媒体となった。英国と比べるとそ
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れそれの規模は小さく活動の範囲も限られているが、近年 「総合学習の時間」の導入をきっかけとして公

教育にその活動の揚を広げ始めている。

こうしたNGOの 教育活動の特徴には、独 自のプログラムや課題の提供に加え、日本ではまだそれほどなじ

みのない 「ボランティア」「NGO」という市民活動そのものの具体的な姿を示すことができるとともに、ま

た日本における国際理解のための教育において欠けてきた、グローバルと個人とをつなぐものとなり得る

可能性を持っていることが挙げられる。一方で英国に見られるようなNGOの 教育部門および研究者や関連

機関による大規模なネットワーク作 りは日本においては今後の課題といえよう。さらに、開発や貧困、チャ

リティといった題材に偏 り発展途上国へのステレオタイプを助長する危険性を克服するためには、人権な

どの普遍的な基本概念を根幹に据え、グローバルな課題の捉え方の提示となる教育活動へのシフトが求め

られる。

<注>

1)ワ ール ド・スタディズ(WorldStudies) .は、アメリカ合衆国のグローバル教育の影響を受けながら、それま

でにイギリスで展開されていた多文化教育、開発教育、平和教育などの成果にも学び、それ らを包括するイギ

リスのグローバル教育として構想された(木 村、2000)。

2)セ ー ブ ・ザ ・チル ドレン ・ジャパンが国内教育活動の参加者を対象に2003年9月 ～2004年12月 にかけての

実施毎に配布 ・回収してきた質問紙の記入事項から引用。

3)北 山(2004)の ために行った質問紙調査からの引用。NGOの 教育活動に関わる人々から見たその意義や課題、お

よび本人が受けた影響を調べることを目的とし、セーブ ・ザ ・チル ドレン・ジャパンの国内教育事業に携わる

ボランティアおよび担当職員を対象に2004年12月 ～1月 に行った。
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NGOsandEducationfbrlntemationa1UnderstandinginJapan

a丘ertheSecondWoHdWar:Roles,Ch311enges,

andlmplicatiOnso肌ear血gh'omNewPerspectives .

KITA㎜ 梅ka

SincetheSecondV西)rldWar,variouspedagggiesdes呈gnedtoaddressglobal韮ssueshavebeendeveloped

byinternatlonalorganizationssuchasUNESCO,therebyreflectingthechangingworl尋orderづMahyofthese

originatedfセomNGOs母ndhaveplayedani卑portantro韮einanumberofinitiatives。Thesenewpedagogies,suchas

developmenteducation,evolvedmainlyinW6sterncountriesandwereintroducedtoJapanbyJapanseNGQs.In

J昂pan,NGOsconductactivitiesona.smallscaleandarelimltedintheirscope;however,theyhaveexpandedtheir

educationalact蓋viti6s量ntothef董eldofpubliceducationsincetheintroductionof``Sogotekinagakushuunojikan"

(蓋ntegratedstudy).

TheeducationalactivitiesconductedbyNGOsprovldeamodelofcivicactivity亡hatofthe``NGO"or

``vo塾unteer"thathasbeennotverycommoninJapanthusfhr .Theyalsoprov曇dealinkbetweenglobalissuesand

l・ca1・xp・ ・i・nce・at・ni・dMd・all・v・1,whibh牡 ・睾been・b・ent倉 ・m・ducati・ ・ 飴 ・i・t・mati・nalunderstandi・gi・

Japan.Ontheotherhand,theyo丘enappeartoplacemoreemphasisoncertainaspectssuchasdevelopment,poverty,

ofcharity.Thismayreinfbrcepr句udicesorsympathiestowarddevelopingcountriesJbpreventsuc紅consequences,

itisnecessaWtorecharacterizetheseeducationalpractlcesonthebasls6ftheuniversalpri臓ciplesqfhumanrlghts.

Fu曲e㎜ore,theseactivitiessh6uldaimtoprovideleamerswithglobalperspectiVes.


